

平成７年版 大阪経済白書 の概要

─アジアとの連携を深める大阪産業─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は平成７年版の概要です。



【要約】 

第１部　平成６年の大阪経済

◆緩やかな回復に向かう大阪経済
・　大阪経済は個人消費や設備投資に盛り上がりを欠くものの、住宅投資が昨年に引き続き好調に推移し、輸出もひとまず好調に伸びたことにより、ようやく年後半から回復に向かいつつある。
　こうした需要動向を受けて、円高という制約要因はあるが、企業経営者の業況判断は回復に転じ、企業業績は大企業を中心に持ち直しつつある。
・　需用項目別では、個人消費については、猛暑や所得税減税の影響もあって、大型小売店販売額は減少幅が縮小に向かい、持ち直しつつある。
　設備投資は在庫調整の進展などもあり、製造業を中心に年後半から減少幅の縮小もみられた。
　公共投資は低い伸びであったが、住宅投資については新設住宅着工戸数が増勢を維持するなど堅調な動きを示した。
　一方、貿易では円高が懸念されるものの、年末には輸出面で増加の動きもみられた。輸入は円高による価格低下を受けて増加が続いた。
・　需要面での緩やかな回復の動きにより、生産・出荷は電気機械、非鉄金属、食料品を中心に年後半より緩やかな増加に転じ、在庫調整も着実に進展した。
　雇用情勢は、求人数が求職者数を下回ったまま推移したものの、一部では所定外労働時間が増加し、パートを中心に新規求人に持ち直しの動きもみられている。
　また、企業倒産は件数、金額とも減少し、とりわけ大型倒産の減少により負債額が大幅に減少した。原因別では、販売不振、売掛金回収難、赤字累積を理由とした業績低迷などが目立った。
◆中小企業の景況
・　府内中小企業の業況判断や売上高等は全体になお低調であるが、６年７～９月期以降は、生産面で「増加」業種が「減少」業種を上回るなど、景況感に回復への動きがみられた。
・　業種別にみると、消費関連業種では、猛暑や所得税減税もあり、ニット製品や婦人服、医薬品などで季節商品を中心に好調な動きがみられた。
　建設関連業種は、住宅着工増加により建築金物など住宅関連は堅調であったが、非住宅向けは伸び悩んだ。設備投資関連では、鍛工品や金型など機械金属業種で秋期に底打ち感がみられた。サービス業種でも、コンピュータソフトなどでは受注が増加した。他方、輸出関連業種では、自転車や人造真珠をはじめとして、全体に円高による伸び悩みがみられ、また繊維製品などの消費関連業種や建設関連業種では競合する輸入品の増加による影響がみられた。
　以上のように景気の緩やかな回復の方向がうかがわれたが、７年年初の阪神・淡路大震災の発生は、阪神間の産業基盤や生活基盤に多大な被害を与え、消費や物流面でも影響があらわれた。
　しかし、再建への動きも活発で、早期の復興が期待される。


第２部　アジアとの連携を深める大阪産業

　景気回復の動きが緩慢で、新たな成長への方向も不透明な状況がこのところ続いている。このことは、今回の景気低迷が単に循環的要因だけでなく、構造的要因にもよっていることのあらわれである。
　さらに、高水準の円高による内外市場での競争の激化と国際競争力の減退などに加えて、市場の一層の開放を進めるための規制緩和要請など、日本を取り巻く経済環境は大きく変化し、厳しさを増している。
　他方で、日本などからの活発な投資等により、アジア地域は経済発展と産業の成長を実現し、また、わが国企業は国際展開をさらに進め、アジア地域との経済的な関係を深めている。アジア地域の成長をはじめ海外の経済環境の変化とともに、関西国際空港の開港やＦＡＺの指定、研究開発拠点や国際交流拠点の整備稼動など、大阪の国際化への条件も整いつつある。さらに、ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）大阪会議開催によって、大阪産業とアジア太平洋地域との経済交流の深まりが一層期待される。
　このような状況のなかで、海外製品との価格競争を避け、製品の企画・開発機能の強化、新分野への展開による新市場の開拓に向けて、製品・半製品の海外調達や生産拠点の海外移転などで、内外企業とのグローバルな広がりをもった新たな国際的関係を樹立することと、あわせて、アジア地域との連携を深め、相互に発展することも重要となっている。
　以上の課題をもとに、個々の企業がどのような対応を行い、事業の高度化に向けてどんな戦略をとろうとしているのか、それにより国内産業の構造変化がどのように進むのかについて分析する。
◆緊密さを増す大阪とアジア太平洋地域
・　大阪経済はアジア地域との関係をより一層深化させており、輸出入の両面でアジア地域が最大の貿易相手となっている。
　わが国からの海外直接投資についても対アジア投資は活発であり、電気機械、一般機械、化学などを中心に高い伸びがみられる。
　ただ、海外からわが国への対内直接投資は対外直接投資に比べて低い水準にとどまっており、対内投資の促進が求められている。
・　大阪産業とアジア太平洋地域との相互依存関係が深まっており、新たな競争と共生をめざすことが重要となっている。
　今秋、開催されるＡＰＥＣ大阪会議を契機として、大阪をアジア太平洋地域、さらには世界にアピールすることが重要である。また、産業活動の国際化を促進するうえで関西国際空港等の有効活用が期待される。
◆円高の進展、アジアの成長と大阪産業
・　円高やアジアなどの工業化の急成長などによって、国際経済環境が一層の変化を見せるなかで、大阪産業は国内および海外市場においてアジアを中心とする海外製品との競合が強まっている。こうしたなかで、海外企業・製品とは競争するのではなく、むしろ、自らの事業活動に取り込むことが重要となっている。
・　このため、製造業は部品、原材料の調達コストを削減するため、中間品・部品を中心に海外調達を強化し、また、流通業も国内市場の低価格志向やユーザーのコスト削減意識の強まりから、消費関連業種の完成品を中心に海外調達を強化している。
・　海外製品のメリットとして、低価格や品質向上があげられるが、その問題点としては、製造業では品質のばらつきが、流通業では品質に加えて、納期や需給調節といった安定供給の確保があげられている。こうしたなかで、海外製品をそのまま輸入するのではなく、日本の市場やユーザーにあうように、輸入企業が自ら仕様書を作成して、現地の企業に委託生産する開発輸入も増えてきている。
・　このような委託生産や開発輸入は、さらに海外現地生産へと発展しており、これまでの輸入代替としての海外生産とあわせ、海外事業展開は進展している。
　主たる進出先であるアジアをみると、高成長地域はアジアＮＩＥｓからアセアンへ、さらには中国、ベトナムへと拡大し、企業の海外事業展開の余地は広がっている。
（卸売業では輸入業務を強化するなかで、アジア地域に販売拠点を設立し、現地企業に委託生産を行う企業。米国より撤退した後、アジアに技術移転や投資の重点を移し、同地域に特化した海外戦略を進める企業。日本国内では開発、研究とこれらに必要な生産機能を残し、国内生産活動のかなりの部分を中国に移転した企業がみられる。）
・　海外に生産拠点を設置している企業割合は、製造業で12％（中小企業７％、大企業28％）、流通業で６％（中小企業５％、大企業11％）となり、大企業の海外展開は進展しているものの、中小企業では人材や資金面での制約に加えて、経営基盤が一般に脆弱であり、海外展開には慎重とならざるをえない企業が多い。
（海外への事業展開に際しては、親企業が部品の現地調達比率を高めるのに伴い、進出要請を受ける企業。日系や欧米の進出企業からの受注を見込んで、独自の判断で進出する企業がみられる。）
・　自社の販売先･納入先が海外進出や海外調達を進めるなかで、製造業では組立関連の中小企業、とくに下請企業を中心に受注減少や事業規模縮小の影響がみられる。また、親企業は生産･加工の海外移転を進めるとともに、国内での生産活動の一層の高度化、効率化を進めており、発注量の縮小に加えて、品質、コスト等に対する要求水準も高く、発注先に対して厳しい選別を行っている。
・　下請企業をはじめとして、多くの中小企業は海外展開よりも国内での事業活動を重視しており、日本国内に事業拠点をおいたまま、国際競争力を維持、確保し、海外製品との競合や取引先からの受注減少といった厳しい局面を乗り越えようとしている。そのためには、新製品開発など事業活動の一層の高度化や、扱い製品の高付加価値化が求められる。
◆産業の国際化に応じた事業戦略
・　海外輸入製品の増加や内外市場での競争激化に対して、製造業では生産の高付加価値化や迅速な需要変化への対応など、非価格面での競争を重視するようになっているが、急激な円高や海外製品の流入に対して、コスト削減と生産の効率化も図っている。また、流通業では海外製品の調達や高付加価値の国内製品の調達を重視するなど、業種特性や事業環境変化に合わせた多様な対応がみられる。
・　外資系企業は、内外市場の競争が激化するなかで海外の高い技術やノウハウを使った製品によって日本市場に参入し、技術指導や保守サービスなどを重視しながら国内での販売活動を進めている。
・　内外市場の競争激化に伴い、大企業や中堅企業を中心に、一層の海外進出や、技術移転の拡大がみられ、海外生産拠点でも徐々に高度な生産や加工が行われるようになり、国内生産は一層の高度化が求められている。また、消費財を中心に、需要変化や商品企画に対する迅速な生産対応が必要な商品を国内から調達するなど、生産技術や付加価値の高さ以外の基準による内外生産の分業も促進されている。
･　円高や、アジアとの水平分業の進展による海外調達機会の拡大によって、企業間の競争力格差は拡大しており、流通部門でも、メーカーと小売、ユーザーの結びつきの強化や取引先の選別など、国内産業全体に下請などの企業間関係の再編がなされている。
（こうしたなか、独自に海外に生産拠点を確保し、日系進出企業からの受注を確保するとともに、国内生産の高度化を進める企業。量産品や付加価値の低い製品の生産を積極的に海外に移し国内では特殊品や短納期の生産と企画・開発、海外への技術指導に事業の重点を移す企業がみられる。）
◆事業の高度化を進めるための中小企業の取り組み
・　海外製品との競合や取引先からの受注減少といった厳しい局面を迎え、中小企業は国際競争力を維持・確保していくため、新たな取引先の開拓や事業活動の一層の高度化、生産の高付加価値化を図っている。
・　海外生産の本格化に伴って、現地市場向けの生産の拡大や、現地生産の高度化の必要から、多様な部品・原材料、新たな資本財需要の拡大が見込まれる。また、日本へ進出している外資系企業には、日本市場を主要な販売先として、生産加工を日本国内で実施している企業も多く、これらとの新たな取引関係の構築が期待される。
・　企業の国際的な活動機会が増加し、海外企業との新たな取引、海外との人・モノ・情報の交流機会を確保するうえで、空港やＦＡＺが果たす役割への期待は大きいが、企業は事業活動のうえで、それらの機能を今のところ明確に実感できていない。
・　厳しい事業環境の中で、事業基盤の強化や高度化を進めるため、製造業では特定の分野へ生産資源を集約化する企業が多い。中小企業の中には、兼業部門の強化や事業転換を図る企業もみられる。流通業では円高や商品調達先の海外への広がりを手掛かりとして、品揃えを充実し、国内の市場動向に合わせて事業規模の拡大を図る企業が多い。
・　製造業は事業資源の集約化や事業転換を図るうえで、自社の技術の蓄積を最も重視しているが、経営資源に制約のある中小企業では、取引先の企画・開発力や技術力などの取引先との密接な連携のもとに外部資源の活用を重視する企業が多い。そのためには、外部の資源を自社の事業に結び付けるための中核となる技術の蓄積や、明確な事業領域の確定などが重要となる。
　また、流通業でも有力な取引先や外注先との連携において、商品の企画・開発や技術的な提案力の充実が重要となってきている。
・　製造業では、製品開発や設計など蓄積技術を活用できる人材の確保・育成が重視されている。流通業では、商品の企画・開発や技術的な提案力を活用して取引を進めるために、営業企画や商品企画を担う人材の確保・育成が重視されている。
（企業を囲む厳しい事業環境の中でも、海外進出によって、進出先での取引関係を国内での新規受注につなげている企業。既存事業における技術の蓄積を活用して積極的に新分野に展開している企業。特定の技術・ノウハウの蓄積を進め、積極的な研究開発によって多様な分野での製品化を実現している企業がみられる。）
◆産業のグローバル化への対応
・　中小企業が、今後ともその活力を維持し、発展してゆくためには、新技術や新商品の開発力を強化するとともに、新しい分野における積極的な事業展開を図るなど、新たな取り組みを進め、独自性を出してゆくことが重要であり、これらへの支援制度の充実が必要である。
・　既存事業で確立、蓄積された技術やノウハウをもとに、高い成長が期待できる部分に事業資源を積極的に投入して、産業の高度化を図る必要がある。これを支えるため、大阪府などが整備を進めている高次研究拠点の早期活動と充実が望まれる。
・　製造業が事業を高度化し、技術・ノウハウを活かした新製品開発とその製品化を進めるためには、高度な試作、加工技能が必要であり、これらの保護・育成が求められている。技能者育成のための制度や、企業の枠を超えた技術者・技能者の交流などが必要である。
・　外国・外資系企業が、大阪・関西で十分な活動のできるような支援が必要である。そのために、ビジネスプロモーションや情報提供などのソフト面の支援と、活動拠点の整備拡充などが重要である。
・　産業の国際的な活動拠点となる関西国際空港が本格的に稼動し、また、ＦＡＺの指定により輸入などが促進されつつある。今後、これらの活用が進めば、モノと情報の交流も進み、大阪がアジア太平洋地域の国際的な企業活動の新しい拠点となっていくことが期待される。
・　中小企業の海外展開の円滑化のためには、有益な情報提供が可能な各種機関の連携による情報ネットワーク体制の充実と、教育・研修制度の充実などによる、国際化時代に対応する人材の育成が必要である。
・　中小製造業の受発注の確保において、アジア地域にネットワークをもつ貿易商社など卸売業との取引機会の確保と取引の促進が重要である。
・　今秋、開催されるＡＰＥＣ大阪会議が、大きな成果をもたらすことが期待される。今後、これら加盟国を中心とするアジア太平洋地域との一層の経済交流の促進と共生をめざすことが重要である。

